























　生活機能は，国際生活機能分類（2001）（International Classification of Functioning,Disability and Health以下；
ICF）において「社会参加や活動を視野に入れた包括的な用語」４）とされている。自立生活は，「自宅・地域・学校や職
場での生活などへの復帰」３）とした社会参加を示している。「QOLの向上」は「個人のもつ可能性が最大限花開いた状
態である」５）とされ，積極的に社会参加することはQOLの向上につながる６）ことから，社会参加とQOLは関連がある。
　小向７）は広義の社会参加の定義として，「日常生活活動における自立した生活，社会とのつながりをもつ（関与），
ICFにおける参加要素」を示し，狭義の定義として「コミュニティーへの参加・趣味や娯楽活動，地域活動への参加」
を紹介していることから，社会参加とICFの関連は強い。
　以上より，回復期リハ病棟に従事する理学療法士・作業療法士・言語聴覚士（以下；回復期リハ病棟セラピスト）
は，クライエントのQOL向上のためICFに基づく社会参加支援を実施する必要性があると考える。
　そこで，本研究ではアンケート調査を通して，回復期リハ病棟セラピストの社会参加支援の状況について，社会参加
の学びの現状，社会参加と社会参加支援の認識，社会参加支援の必要性と実践経験の３つの側面を，ICFを用い検討す
る。
Ⅱ．方法
１．調査対象
　調査対象は，2019年１月11日（金）に開催された，大
分県回復期リハビリテーション連絡協議会セラピスト委員
会研修会に参加した大分県内の回復期リハ病棟セラピスト
118名である。調査対象者のうち，アンケートの回答を得
られたのは96名（回収率 81.6%）で，そのうちアンケー
トの記載に不備のあった25名を除く71名を有効回答者と
した（有効回答率60.1%）。
２．調査方法
　アンケート調査は，集合調査法での定量調査とし，質問
項目への回答方法は２件法と自由記述法とした。調査項目
は，１．基本属性，２．社会参加の学びの現状，３．社会
参加と社会参加支援の認識，４．社会参加支援の必要性と
実践経験とした（表１）。
　分析は，社会参加及び社会参加支援の全体像を把握する
ために，単純集計とした．
 ３．倫理的配慮
　本研究を行うにあたり，口頭および書面で本調査への参
加は強制されるものでないこと，個々の回復期リハ病棟や
表１　調査項目
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回答者などが特定される情報は公開しないこと，データは厳重に管理することを説明し，同意が得られた者のみ調査に
参加することとした。
Ⅲ．結果
１．基本属性（表２）
表２　基本属性
（１）回復期リハ病棟セラピストの職種
　回復期リハ病棟セラピストとしての職種は，「理学療法士」39名（54.9%），「作業療法士」24名（33.8%），「言語聴覚
士」８名（11.3%）だった。
（２）回復期リハ病棟セラピストとしての経験年数
　回復期リハ病棟セラピストとしての経験年数は，「１～３年目」38名（53.5%），「４～６年目」21名（29.6%），「７～
10年目」８名（11.3%），「11～15年目」４名（5.6%）だった。
２．社会参加の学びの現状（表３）
表３　社会参加の学びの現状
　社会参加の学びの有無については，「学んだ」44名（62.0%），「学んでいない」27名（38.0%）だった。「学んだ」と
回答した44名の学びの場は，養成機関等での「卒前教育」が37名，養成校卒業後の「卒後教育」が７名だった。
 
３．社会参加と社会参加支援の認識（表４）
表４　社会参加と社会参加支援の認識
（１）社会参加の概念
　社会参加の概念について，「知っている」７名（9.9%），「知らない」64名（90.1%）だった。「知っている」と回答し
た者は，「仕事や家庭での活動，余暇活動ができること」，「個人社会」，「仕事，家庭での活動，余暇活動を行い，そこ
における役割を持っている」，「地域の方々とつながること」，「地域とのつながりを持つ事で，心身の健康，生活の質の
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向上が図れる，楽しいという気持ち，笑顔が増える」と記載していた。
（２）社会参加の意義
　社会参加の意義については，「認識している」12名（16.9%），「認識していない」59名（83.1%）だった。「認識して
いる」と回答した者は，「自宅生活以外の活動や家族以外との交流など社会人らしい営みが行える」，「患者さんを取り
巻く環境（友人や非同居家族）に対してアプローチすることでその人らしさを継続すること」，「廃用にならないよう今
までされてこられた事や新たにできる事を生活期でできる」，「人らしい人生を送る」，「仕事や家庭での役割，参加でき
ること」，「本当の意味での生活に入っていく事」，「その人らしさをだせる場所生きがい」，「人　地域とのつながりをも
つ事で，心身の健康，生活の質の向上が図れる　楽しいという気持ち　笑顔が増える」，「地域の方々とつながること」
を記載していた。
（３）社会参加支援の実践方法の知識
　社会参加支援の実践方法は，「知っている」４名（5.6%），「知らない」67名（94.4%）だった。「知っている」と回答
した者は「自らがその場に出向いて，その人その人をつなげていくこと」，「通いの場づくり　情報の提供」と記載して
いた。
４．社会参加支援の必要性と実践経験（表５）
表５　社会参加支援の必要性と実践経験
（１）社会参加支援の必要性
　社会参加支援の必要性は「必要性がある」69名（97.2%），「必要性がない」２名（2.8%）だった。
（２）社会参加支援の実践経験
　社会参加支援の実践経験は「経験がある」14名（19.7%），「経験がない」57名（80.3%）だった。「経験がある」と
回答した者は，「入院中から趣味のグランドゴルフに一緒に外出練習を行い，周囲の友人にも現状を知ってもらい，退
院後の参加につなげた」，「退院後の自宅訪問　退院先との連携」，「趣味活動の再開　移動方法の確認　交流 コミュニ
ケーション方法の確認　同居家族への指導」，「買い物訓練」，「結婚式のバージンロードを目標に介入」，「家族や復職先
の方に現状と対応方法を（中略）説明した」，「（前略）水上スポーツを行うためにプールでの水泳や実際にカヌー等を
行った」，「（前略）職場復帰　習い事コーラスへの参加」と記載していた。
Ⅳ．考察
１．有効回答者の基本属性
（１）有効回答者の職種の割合
　有効回答者71名の職種の割合は，理学療法士39名（54.9%），作業療法士24名（33.8%），言語聴覚士８名
（11.3%）だった。この割合は，2018年度の一般社団法人回復期リハビリテーション病棟協会の調査８）の回復期リハ
病床100床あたり理学療法士15,814名（55.7%），作業療法士8,938名（31.5%），言語聴覚士3,640名（12.8%）とほ
ぼ同じ割合であり，本調査の職種の偏りは少ないと考える。
（２）有効回答者の経験年数の特徴
　回復期リハ病棟セラピストとしての経験年数は，１～３年目38名（53.5%），４～６年目21名（29.6%）で８割を超
えていることから，いわゆる新人層から中堅層の回復期リハ病棟セラピストが主な調査対象だった。
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２. 「卒前教育」の今後の学びの可能性と「卒後教育」での社会参加の学びの機会の必要性
　社会参加の学びについて，「学んだ」と回答した44名と学びの経験に乏しく，学びの場は「卒前教育」が36名だっ
た。その理由は，理学療法士及び作業療法士法第10条と言語聴覚士法第33条第２号において国家試験科目にリハビリ
テーション概論があり，養成校の教育においてリハビリテーション概論の科目で社会参加に関する教育が実施された結
果と考える。
　また2018年以降，各専門職能団体から「卒前教育」における養成カリキュラム９）10）11）が発表された。理学療法士
は学修目標で，「社会参加について説明できる」を掲げ，作業療法士も学修目標としてQOLの定義とICFの定義が説明
できることを示している。言語聴覚士も到達目標にICFが説明できることを明示している。
社会参加はQOLと関係があり12），ICFは生活機能を「社会参加や活動を視野に入れた包括的な用語」４）としていること
から，養成校の「卒前教育」でQOLとICFの教育の充実によって社会参加の理解が促進される可能性は高い。
　一方で，「卒後教育」を学びの場と記載した者は７名であった．この結果から，「卒後教育」において社会参加に関
する教育が不十分である現状が示唆された。
３．回復期リハ病棟セラピスト社会参加と社会参加支援の認識
（１）ICFに関連した社会参加の概念
　ICFは参加を「社会的な観点」13）とし，参加と社会参加を同義としてとらえている。佐藤14）はICFの「活動と参加」
のうち社会的観点と関連ある項目は，手段的日常生活動作と家族への援助活動を含む「家庭生活」，全般的な「対人関
係」，就労と経済生活を含む「主要な生活領域」，地域レベルでの社会生活を含む「コミュニティライフ・社会生活・
市民生活」があり，この４つの項目が社会参加と関連があるとしている。
　一般社団法人回復期リハビリテーション病棟協会（2017）も，楽しみや役割および生きがいのある居場所，復学復
職３）といったICFの「コミュニティライフ・社会生活・市民生活」，「主要な生活領域」に関する社会参加を言及してい
る。
　本調査でも，家庭での活動といった「家庭生活」，地域　の方々とのつながりという「対人関係」，仕事という「主
要な生活領域」，余暇活動といった「コミュニティライフ・社会生活・市民生活」を意識した内容だった。
（２）地域生活充実の手段としての社会参加の意義
　2000年代になり，ICF（2002）による医学モデルと社会モデルの統合15）によって社会参加と環境因子が注目され４），
日本でも厚生労働省（2003）から社会との関係性を重視した地域での日常生活上の様々な活動の自立度の向上16）と，
全国リハビリテーション医療関連団体協議会（2015）から「その人の望む生活の実現」17）が示された。以上より，社
会参加の意義は普遍的な地域社会でその人の望む生活を実現するための手段として重視されていると考える。
　本調査でも社会参加の意義の認識は乏しい中，「その人らしさを継続すること」，「その人らしい人生を送る」，「その
人らしさを出せる場所生きがい」，「生活の質の向上が図れる」等の，社会参加が地域社会で生活の充実につながること
に言及した内容がみられた。
４．回復期リハ病棟セラピストの社会参加支援の必要性の自覚と今後の支援の可能性
　回復期リハ病棟セラピストの役割として，クライエントのQOL向上18）のために個人の地域生活に沿った19）21）社会参
加支援の必要性が求められている。2015年には一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会から「その人の
生活の実現を目指したリハビリテーション 」が宣言されたことで，社会参加支援の重要性は高くなっている21）。
　社会参加支援の実践方法の周知については，2017年に一般社団法人回復期リハビリテーション病棟協会から回復期
リハ病棟セラピストの業務指針として「PT・OT・ST５か条（第１版）」22）が示された。（図１）
　その中で理学療法士による「体力の向上」，作業療法士の「IADLの実施状況の評価」，「認知・行為，心理的側面を包
括的に捉え」，「個別性のある支援」また，言語聴覚士の「生活の場でのコミュニケーション環境の調整」，「高次脳機能
障害を評価」と各職種の専門性を活かした社会参加支援の方法が示されている。
　本調査で実践方法を「知っている」のは71名中４名と少数だったが，69名（97.2%）が社会参加支援の「必要性が
ある」とし，14名が「社会参加支援の経験がある」と回答した。
　社会参加支援の内容は，職場復帰や余暇活動といったICFの「主要な生活領域」，「コミュニティライフ・社会生活・
市民生活」と社会的役割および環境因子への支援であり，クライエントが地域生活を送るための個別的な社会参加支援
だった。
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　このことから，今後各回復期リハ病棟だけでなく各リハビリテーション専門職能団体や一般社団法人回復期リハビリ
テーション病棟協会等による「卒後教育」で，回復期リハ病棟セラピストにQOLとICFに関連した社会参加の概念，ま
た一般社団法人回復期リハビリテーション病棟協会の「PT・OT・ST５か条（第１版）」などが周知されることで，回
復期リハ病棟セラピストの社会参加支援がより拡大していくと考える。
Ⅳ．まとめ
　今回の調査研究で，回復期リハ病棟セラピストは社会参加をICFの「家庭生活」，「対人関係」，「主要な生活領域」，
「コミュニティライフ・社会生活・市民生活」を意識し，社会参加がQOLの向上に関連するととらえていた。
　回復期リハ病棟セラピストは社会参加支援の実践は少ないものの，社会参加支援の必要性は感じており，クライエン
ト個々の社会参加の目標に沿った，各職種の専門性を活かした生活機能と環境因子へのアプローチとしてとらえ，実践
していることが明らかになった。
　今後，社会参加および社会参加支援が「卒前教育」と「卒後教育」を通じて回復期リハ病棟セラピストに周知される
ことで，回復期リハ病棟において患者のQOL向上のための社会参加支援が拡大することが示唆された。
　今回の調査研究は，大分県という地域を限定した調査研究であったこと，また有効回答者の経験年数に偏りがあるこ
と，各項目の認識度について研究者が基準を明示しておらず調査対象者の主観による回答としたアンケートであったこ
とから，地域間での検討，経験年数による検討，また各項目においての基準の明示といった点については今後の検討課
題と考える． 
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